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A. 調査要領

特別アンケート 企業行動に関する意識調査結果 ２０２０年６月（大企業）

Ⅰ．調査時期：2020年6月22日（月）を期日として実施。

Ⅱ．調査対象：2019・2020・2021年度 設備投資計画調査の対象企業
(資本金10億円以上の大企業）

対 象
回答状況※

(回答率) 製造業 非製造業

大企業（資本金10億円以上） 3,046社
1,212社

（39.8％）
510社 702社

※回答社数は１問でも有効回答があった企業。
各設問毎の回答社数は上記を下回るものが多い。

Ⅲ．調査項目

１．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響

２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（１）「広義の投資」全般

（２）海外設備投資、事業活動状況

（３）研究開発の取り組み

（４）人的投資、人手不足の状況

（５）ソフトウェア投資、ＡＩ、ＩｏＴ等の活用

（６）Ｍ＆Ａへの取り組み

３．成長市場開拓の取り組み
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図表1-1 事業への悪影響が大きい主なリスク

１－１．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響

Ｂ. 調査結果

（構成比、％）
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（構成比、％）

図表1-2-1 新型コロナウイルス感染拡大による足元までの貴社グループ事業への影響

（構成比、％）

図表1-2-2 売上高の新型コロナウイルス感染拡大前の水準等への回復時期の見込み

１－２．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
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図表1-3 新型コロナウイルス感染拡大による事業へのマイナスの影響（特に影響が大きいもの）

（有効回答社数比、％）
(注) ３つまでの複数回答

①製品やサービスの国内需要減

②製品やサービスの海外需要減

③資金繰りの悪化

④雇用維持に向けた負担増

⑤サプライチェーン寸断による
納期の遅れ、調達難

⑥金融環境の悪化による資金調達への影響

⑦国内外の移動制限による事業制約

⑧感染防止対策による労働力の制約

⑨感染防止対策によるコスト増

⑩その他

１－３．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
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９．感染防止対策によるコスト増

10．その他
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製造業【494社】

非製造業【669社】



6

（構成比、％）

図表1-4-1 新型コロナウイルス感染拡大を契機とした製品やサービスの中長期的な需要見通し

（構成比、％）

図表1-4-2 新型コロナウイルス感染拡大を契機とした事業の見直しの必要性

１－４．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
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図表1-5 新型コロナウイルス感染拡大によって事業の見直しが必要となる場合に

想定される取り組み

（有効回答社数比、％）
(注) ２つまでの複数回答

サプライチェーン（供給網）は、製品、サービスが供給されるまでの調達、製造、
在庫管理、物流、販売等の一連の流れを指す

①新たな製品やサービスの提供

②事業の整理、縮小

③リスク分散のための事業の多角化

④サプライチェーン（供給網）の再構築

⑤サービスのＡＩ・デジタル化
（非接触型等）

⑥その他

１－５．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
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５．サービスのＡＩ・デジタル化（非接触型等）

６．その他
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図表1-6 事業の見直しに向けた取り組みにおいて必要となる具体的な対応

（有効回答社数比、％）
(注) ３つまでの複数回答

①借入や社債発行等、負債性資金の調達

②株式発行等、資本性資金の調達

③成長分野に必要な人材の確保

④外部との事業提携の拡大

⑤事業買収、企業買収の拡大

⑥事業・資産売却、リストラ

⑦ベンチャー企業への投資拡大

⑧その他

１－６．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
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図表1-7 新型コロナウイルス感染拡大に対する既存のＢＣＰ（事業継続計画）の有用性

１－７．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
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図表1-8 新型コロナウイルス感染拡大に対するＢＣＰ上の事業の制約

（有効回答社数比、％）
(注) ３つまでの複数回答

①リモートワーク等の柔軟な働き方の未整備

②本社機能の分散が不十分

③サプライチェーン（供給網）の問題

④防災備蓄品（マスク等）の不足

⑤手元流動性（現預金、借入枠等）の不足

⑥在庫の不足

⑦その他

⑧制約になったものはない

１－８．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
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図表1-9 リモートワーク等の柔軟な働き方の導入、整備における障害

（有効回答社数比、％）
(注) ２つまでの複数回答

①情報機器の不足や通信インフラの容量不足

②生産性低下への懸念

③取引先との関係

④業態、業務プロセス上の制約

⑤情報セキュリティ上の制約

⑥社内風土、上司や同僚の理解の欠如

⑦その他

１－９．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
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図表1-10 サプライチェーン（供給網）の見直し（見直し検討を含む）の内容

（有効回答社数比、％）(注) ３つまでの複数回答

①海外拠点の国内移転（国内回帰）

②海外拠点の一層の分散、多様化

③海外の仕入調達先の国内への切り替え

④海外の仕入調達先の一層の分散、多様化

⑤研究開発やマーケティング等の
機能の分散、多様化

⑥製品や部品の標準化・規格化

⑦他企業等との共助体制の強化

⑧その他

１－10．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
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５．研究開発やマーケティング等の機能の分散、多様化

６．製品や部品の標準化・規格化

７．他企業等との共助体制の強化

８．その他
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図表1-11 ＢＣＰの整備等、レジリエンス（回復力）向上に取り組む目的

（有効回答社数比、％）(注) ２つまでの複数回答

①事業リスクの低減

②投資家からの評価

③供給責任の遂行

④社会貢献

⑤広告戦略

⑥その他

１－11．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
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図表1-12 2019年度国内設備投資の実績が当初計画を下回った理由

（有効回答社数比、％）(注) ３つまでの複数回答

①米中通商摩擦による状況悪化

②新型コロナウイルス感染拡大
による状況悪化

③投資内容の精査、無駄の見直し

④もともと確度の低かった投資の剥落

⑤工期の遅れ

⑥工事費高騰に伴う見直し

⑦実績は当初計画を下回らず

⑧その他
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５．工期の遅れ

６．工事費高騰に伴う見直し

８．実績は当初計画を下回らず

全産業【1019社】

製造業【442社】

非製造業【577社】

１－12．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
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図表1-13-1 米中貿易摩擦を背景に見送った国内設備投資案件について

今後事態が収束した場合の実施計画の有無

１－13．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響

（構成比、％）
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図表1-13-2 新型コロナウイルス感染拡大を背景に見送った国内設備投資案件について

今後事態が収束した場合の実施計画の有無

（構成比、％）
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図表1-14-1 訪日外国人と事業との関係

１－14．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響

（構成比、％）

図表1-14-2 新型コロナウイルスの事態収束後の訪日外国人数の

見通しを踏まえた関連の設備投資の動向

（構成比、％）
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（構成比、％）

（注）優先順に３つまでの複数回答

２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（１）－１ 「広義の投資」全般
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維持・補修投資
の増額が必要

老朽拠点の
整理・縮小が必要

その他

維持・補修投資が
行き届き、生産・
供給能力も充足

能力増強投資
が必要
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（構成比、％）

図表2-(1)-2 国内生産・営業拠点の設備の現況についての認識

２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（１）－２ 「広義の投資」全般
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全産業【1119社】
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非製造業【627社】
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（２）－１ 海外設備投資、事業活動状況

図表2-(2)-1-1 国内および海外の生産能力の見通し（向こう３年程度）

国 内

図表2-(2)-1-2 国内および海外の生産能力の見通し（向こう10年程度）

全産業

製造業

非製造業

（構成比、％）（構成比、％）

海 外

増加 維持 縮小

（注）国内、海外の両方で生産活動を行っていると回答した企業について集計、
回答社数は国内、海外で同数となる。

（注）国内、海外の両方で生産活動を行っていると回答した企業について集計、
回答社数は国内、海外で同数となる。
未回答の企業もあるため、向こう３年程度と向こう10年程度では回答社数が異なる。

国 内

全産業

製造業

非製造業

（構成比、％）（構成比、％）

海 外

増加 維持 縮小
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（２）－２ 海外設備投資、事業活動状況

図表2-(2)-2-1 国内および海外の研究開発活動の見通し（向こう３年程度）

国 内

図表2-(2)-2-2 国内および海外の研究開発活動の見通し（向こう10年程度）

全産業

製造業

非製造業

（構成比、％）（構成比、％）

海 外

増加 維持 縮小

（注）国内、海外の両方で研究開発活動を行っていると回答した企業について集計、
回答社数は国内、海外で同数となる。

（注）国内、海外の両方で研究開発活動を行っていると回答した企業について集計、
回答社数は国内、海外で同数となる。
未回答の企業もあるため、向こう３年程度と向こう10年程度では回答社数が異なる。

国 内

全産業

製造業

非製造業

（構成比、％）（構成比、％）

海 外

増加 維持 縮小
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（３）－１ 研究開発の取り組み

図表2-(3)-1-1 研究開発費の対売上高比の傾向

（構成比、％）

大幅に上昇 やや上昇 あまり変わらない やや低下 大幅に低下

（構成比、％）

図表2-(3)-1-2 オープンイノベーション等の外部リソースの活用機会

増えている 変わらない 減っている 活用していない
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（３）－２ 研究開発の取り組み

図表2-(3)-2-1 オープンイノベーション等を行う際の連携先

（有効回答社数比、％）(注) ２つまでの複数回答

①国内の大企業

②国内の中小・ベンチャー企業

③国内の大学・研究機関

④海外の大企業

⑤海外の中小・ベンチャー企業

⑥海外の大学・研究機関
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３．国内の大学・研究機関

４．海外の大企業

５．海外の中小・ベンチャー企業

６．海外の大学・研究機関

全産業【647社】

製造業【391社】

非製造業【256社】

図表2-(3)-2-2 研究開発効率改善に向けた取り組み

（有効回答社数比、％）
(注) ２つまでの複数回答

①研究対象の選択と集中

②外部人材の採用、登用

③オープンイノベーションや共同研究

④ＡＩ等のデジタル技術の活用

⑤特許や知財の有効活用

⑥その他
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４．ＡＩ等のデジタル技術の活用

５．特許や知財の有効活用

６．その他

全産業【721社】

製造業【434社】

非製造業【287社】
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（４）－１ 人的投資、人手不足の状況

図表2-(4)-1-1 人手不足の事業展開への影響

（構成比、％）

事業展開における制約となる 事業展開における制約にはならない

全産業

足元

３年後

製造業

足元

３年後

非製造業

足元

３年後

図表2-(4)-1-2 設備投資のうち人手不足対応や省力化につながる投資の比率

（構成比、％）
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（５）－１ ソフトウェア投資、ＡＩ、ＩｏＴ等の活用

図表2-(5)-1-1 有形固定資産投資等と比較したソフトウェア投資の傾向

（構成比、％）
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（構成比、％）

図表2-(5)-1-2 ソフトウェア投資における

既存システムの保守や改修にかかる費用の比率の傾向（５年前対比）
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高水準ではなく、比率は横ばい 高水準ではなく、比率も低下傾向
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（５）－２ ソフトウェア投資、ＡＩ、ＩｏＴ等の活用

図表2-(5)-2-2 ＡＩ、ＩｏＴ等の技術導入や活用に向けた課題

（有効回答社数比、％）（注）２つまでの複数回答

①専門的な人材の不足

②技術に対する社内全体
での理解・認識の欠如

③成果の活用用途が不明確

④コストが高い

⑤その他

図表2-(5)-2-1 ＡＩ、ＩｏＴ等の活用

（構成比、％）
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（６）－１ Ｍ＆Ａへの取り組み

図表2-(6)-1-1 Ｍ＆Ａの実施状況（2019年度）

（回答総数比、％）

図表2-(6)-1-2 Ｍ＆Ａに対するスタンス

（構成比、％）
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３－１．成長市場開拓の取り組み

図表3-1-1 中期的な市場開拓や新規事業への取り組みについて

（構成比、％）

図表3-1-2 成長市場開拓の取り組み具体事例

今後、取り組む予定 本業優先で、取り組む予定はない取り組んでいる

業種 具体事例

製
造
業

化学 再生医療、細胞医薬、ライフサイエンス、ＩＣＴ材料

一般機械 スポーツ、ヘルスケア事業、水素ステーション

電気機械 車載事業、小型リチウムイオン二次電池、無人搬送車

その他 畜産ＩｏＴ、航空機事業、電気自動車関連

非
製
造
業

運輸 次世代モビリティ関係、船舶ＩｏＴの活用、農業事業

卸売・小売 店舗環境のデジタル化、サブスクリプション化、電子棚札

建設／不動産 宇宙ビジネス、不動産クラウドファンディング、ｅ－スポーツ

その他 モバイルペイメント事業、情報銀行、ＭａａＳ
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３－２．成長市場開拓の取り組み

図表3-2 ＡＩ、ＩｏＴ、５Ｇ等の技術を通じたデジタル化の動きが

ビジネスモデルや事業環境に及ぼす影響

（有効回答社数比、％）
（注）２つまでの複数回答

①新製品・サービス提供
による収益機会の多様化

②売上構成の抜本的な変化
（本業の転換）

③コスト構造の抜本的な変化

④異業種からの参入
による競争激化

⑤連携相手の多様化

⑥その他

⑦大きな影響や変化はない
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３．コスト構造の抜本的な変化

４．異業種からの参入による競争激化

５．連携相手の多様化

６．その他

７．大きな影響や変化はない
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３－３．成長市場開拓の取り組み

図表3-3-1 デジタル化の影響や変化に対する対応の必要性

（構成比、％）

図表3-3-2 デジタル化の影響や変化に対する対応の具体事例

業種 具体事例

製
造
業

化学 マテリアルズ・インフォマティクス技術構築、工場での予知保全

一般機械 機器の遠隔監視、空調データ収集・活用、製造業向けＩｏＴサービス

電気機械／精密機械
ＡＤＡＳ（先進運転支援システム）、医療機器の自動監視、
ＡＩ診断サポート

その他 社会インフラサポート、リモートワーク、会議システムの導入

非
製
造
業

運輸 ＭａａＳ、自動運転、販売窓口のＡＩ化、配船の効率化

卸売・小売 無人店舗販売、食品宅配、需要予測型発注、庫内作業の自動化

建設／不動産 ５Ｇ基地局工事、ＡＩ画像解析、接客の非対面化、館内案内の省人化

その他 ５Ｇ画像配信、情報銀行、ＲＰＡ、リアル店舗の縮小
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対応の必要性を感じており、事業化を実施 対応の必要性を感じており、取り組みを検討

対応の必要性を感じるが、現時点で取り組む予定なし 対応の必要性はない
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